
計 89 69

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

72 50

海外情報収集等経費 6 8

国際会議等経費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

国際事務処理費 11 11

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

単位当たり
コスト

　　　　―　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

国際会議開催事業や翻訳･通訳、消耗品等、事
業の内容からして、活動実績について数値を示
すことは困難である。

活動実績

（当初見込
み）

― ― ―

―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

国際会議開催事業や翻訳･通訳、消耗品等、事
業の内容からして、成果実績について数値を示
すことは困難である。

成果実績 ― ― ― ― ―

達成度

単位 21年度 22年度

% ― ―

執行率（％） 88.1% 96.7% 89.1%

執行額 59 238 90

67 246 101 89 69

89 69

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 67 246 101

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

① 新型インフルエンザをはじめとする感染症対策や医薬品･食品、健康増進対策等の国際的取組、国際労働基準の設定･監視や
世界的な雇用危機への対応等、国際機関の活動への積極的な参加、② 経済活動のグローバル化に伴う二国間等の交渉が活発
化する中、医療、サービス分野での的確な対応、③ ASEAN等への技術協力やアジア諸国等との閣僚級会合の開催、④ G8、G20
の関係閣僚級会合、労働･社会保障分野での交流事業、⑤ 海外情報の収集、日本の政策情報の発信等の事業を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

厚生労働省組織令第25条
厚生労働省組織規則第5条

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

医療･保健、雇用･社会福祉等、厚生労働行政の国際分野への展開を図るため、①国際機関を通じた活動、②対外経済交渉、③
ASEANを中心とした開発途上国への協力とアジア諸国等との政策対話、④欧米先進国との協議、対話、⑤海外情報収集等を通じ
て、国際社会への貢献に寄与することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 平成12年度 担当課室 国際課 藤井　康弘

会計区分 一般会計 施策名 ―

事業番号 0001

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省　)
事業名 国際会議に必要な経費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

縮
減

事業の優先順位について検証を行い、順位の低いものについては見直しを図った。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

一
部
改
善

本経費は、厚生労働行政を推進するための国際連携に必要な経費であり、執行の観点からも概ね妥当であるが、各々の事業の優
先度を勘案し、効率化を図ることにより、予算を縮減すること。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

厚生労働行政の国際分野への展開を図るため、対外経済交渉や欧米先進国との協議､対話を通じて、国際社会への貢献に寄与できている
ものと思われる。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。
契約の多くは、大規模会議運営や翻訳･通訳など専門性
の高いものであり、手段として実効性は高いものというこ
とができる。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。
個々の契約は、翻訳などいずれも真に必要なものに限
定している。
また、ほとんどが少額の契約であるが、一部の少額では
ない随意契約であっても企画競争による契約を行い競
争性の確保を図っている。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
いずれも、WHOやILOなどの国際機関の活動への参加
や、対外経済交渉、欧米先進国などとの政策交流など、
日本政府を代表しての対応が求められているものであ
り、国民のニーズも高いものである。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

0001 0001



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

  厚生労働省 

   101百万円 

 

  A. 民間団体等（38）     66百万円 
 

【委託・企画競争等（外部発注）】 

厚生労働省組織令第25条に規定されている厚生労働省

大臣官房国際課所掌業務の執行 

※百万円以下については端数処理を行って

いる 



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 44 計 0

消費税等 3

会議費
ILOアジア太平洋地域会合開催に伴
い必要となった飲料水等費用

8

借料及び損料
ILOアジア太平洋地域会合開催に伴う
会場等の借り上げ費

9

人件費
ILOアジア太平洋地域会合開催に伴う
通訳等の人件費

9

雑役務費
ILOアジア太平洋地域会合開催に伴
い必要となった会場設営工事等の費
用

15

A. 株式会社コングレ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

10

9

8

7
株式会社アイ･アソシエート･ジャ
パン 翻訳業務 1 随意契約

6 株式会社日本翻訳センター 翻訳業務 1 随意契約

5
日本コンベンションサービス株式
会社 通訳業務 1 随意契約

4
株式会社サイマル･インターナ
ショナル 通訳業務 1 随意契約

3 株式会社ホンヤク社 翻訳業務 2 随意契約

2 光洋商事株式会社 翻訳業務 4 随意契約

1 株式会社コングレ 第15回ILOアジア太平洋地域会合開催業務 44 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



20

    

-

-

830 430 117 610 356

153

830 430 231 610 356

749 90 225

90% 21% 97%
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610 356
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-
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-
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D.  

 

  

 

 



E.

45

45 0

F.

70

70 0

G.

117.3

117.3 0

D. H.

0 0



A.

B.

C.

D.

1 45 1 77.2%

2

1 70 12 88.42%

2

1 117.3 3 99%

2

1 0.5

2





計 8 192

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

医薬品買上費 0 184 新規要求に伴う増

2 2

庁費 1 1

委員等旅費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

職員旅費 5 5

―

（24回） （24回） （24回） （24回）

単位当たり
コスト

　　　　　　３１８，０００　（円／１回） 算出根拠 執行額／活動実績

健康危機管理調整会議の定期開催件数

活動実績

（当初見込
み）

回
24回 23回 22回

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

健康危機管理体制を整備するための経費であ
るため、その成果を数値で示すことは困難。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

－ － －

執行率（％） 50.0% 40.0% 87.5%

執行額 6 4 7

12 10 8 8 192

8 192

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 12 10 8

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

医薬品、食中毒、感染症、飲料水等により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して行われる健康被害の発生予
防、拡大防止、治療等に関する業務を行うため、健康危機が疑われる各種情報の収集・分析、並びに省内各部局間の横断的か
つ緊密な連携及び短時間での的確な政策調整を行う。また、世界健康安全保障行動グループ（ＧＨＳＡＧ）等の国際会議等に出
席し、健康危機管理の向上及びテロ行為に対する準備と対処に係る各国との連携を図る。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

「厚生労働省健康危機管理基本方針」（平成９
年１月事務次官決裁）、「厚生労働省健康危機
管理調整会議に関する訓令」（平成１３年１月厚
生労働省訓第４号）

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

公衆衛生上の緊急事態やテロリズム等国民の生命、健康の安全を脅かす事態に対して迅速かつ適切に対処することを目的とし
て、厚生労働省及び地域における健康危機管理体制を整備する。

事業開始・
終了(予定）年度 平成10年度 担当課室 厚生科学課 小澤　時男

会計区分 一般会計 施策名 Ⅳ-３-８ 健康危機管理体制を整備する

事業番号 251

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省)
事業名 健康危機管理体制の整備 担当部局庁 大臣官房 作成責任者



－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。
本事業の目的を達成するため、専門家、有識者の見解
を踏まえ、実効性のある取組を示している。

－

活動実績はその見込みに見合ったものとなっている。

－

公衆衛生上の緊急事態やテロリズム等国民の生命、健
康の安全を脅かす事態に対して迅速かつ適切に対処
することを目的として、厚生労働省及び地域における健
康危機管理体制を整備する経費であり、優先度の高い
事業である。

「厚生労働省健康危機管理基本方針」、「厚生労働省健
康危機管理調整会議に関する訓令」に基づく事業であ
る

例年恒常的に予算額と執行額に乖離がみられるもの
の、不用理由については把握している。

予算決算及び会計令において随意契約が認められて
いるため。

現行の予算規模の範囲内において、効率的な執行に
努めており、妥当な水準である。

－

- -

　※類似事業名とその所管部局・府省名

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現状通り
本事業は、公衆衛生上の緊急事態やテロリズム等国民の生命、健康の安全を脅かす事態に迅速に対処することを目的として、
健康危機管理体制の整備に必要な経費であり、優先度が高く、引き続き適切な予算措置とすること。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

健康危機管理調整会議を定期的に開催し、健康危機管理担当部局間の情報共有・連携強化を図り、また、緊急事態が発生した際には、
臨時会議を開催し、緊急を要する案件に対し、迅速かつ適切な対応をはかっており、健康危機管理体制が着実に整備されてきているもの
と評価できる。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○

－

－

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－

－

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

×

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

338 291



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 
６．７百万円 

Ｂ．法人 １．０百万円 

健康危機管理体制の整備に係る事務

Ａ．個人 １．６百万円 
              （４） 

健康危機管理に係る会議出席旅費 

Ｃ．事務費 ４．１百万円 

健康危機管理体制の整備に係る事



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4 計 0

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 0,2

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 0.3

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 0.3

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 0.3

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 0.3

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 0.5

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 1.0

旅費 健康危機管理に係る職員旅費 1.0

C.事務費 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

役務費 翻訳 0.1

消耗品費 雑誌等購入 0.1

消耗品費 トナーカートリッジ等の購入 0.5

B.法人 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

旅費 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.3

旅費 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.3

旅費 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.4

旅費 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.4

A.専門家 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

10 職員Ｊ 健康危機管理に係る職員旅費 0.1 － －

9 職員Ｉ 健康危機管理に係る職員旅費 0.1 － －

8 職員H 健康危機管理に係る職員旅費 0.2 － －

7 職員Ｇ 健康危機管理に係る職員旅費 0.3 － －

6 職員Ｆ 健康危機管理に係る職員旅費 0.3 － －

5 職員Ｅ 健康危機管理に係る職員旅費 0.3 － －

4 職員Ｄ 健康危機管理に係る職員旅費 0.3 － －

3 職員Ｃ 健康危機管理に係る職員旅費 0.5 － －

2 職員Ｂ 健康危機管理に係る職員旅費 1.0 － －

1 職員Ａ 健康危機管理に係る職員旅費 1.0 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4 専門家Ｄ 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.3 － －

3 専門家Ｃ 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.3 － －

2 専門家Ｂ 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.4 － －

1 専門家Ａ 健康危機管理に係る会議出席旅費 0.4 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （有）タケマエ 健康危機管理体制の整備に係る事務費 0.5 － －

2 （株）時事通信社 健康危機管理体制の整備に係る事務費 0.1 － －

3 （株）ホンヤク社 健康危機管理体制の整備に係る事務費 0.1 － －

4

5

6

7

8

10

9



事業番号 0443

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 世界保健機関分担金 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
世界保健機関憲章第56条

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

世界保健機関（WHO)を通じ、「全ての人々が可能な最高の健康水準に到達すること」を目的として国際協力を推進している。

事業開始･
終了(予定）年度 　昭和27年度 担当課室 国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名
施策目標 Ⅵ-3-1　国際機関の活動へ参加･協力し、国際
社会に貢献する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 7,953 7,258 5,179 4,714 4,714

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

世界保健機関（WHO)は、世界のすべての人々ができる限り高い水準の健康に到達することを目的として設立された国連の専門
機関であり、平成23年6月現在193カ国が加盟している。世界保健機関（WHO)については、世界保健機関憲章第56条の規定によ
り、割り当てられた分担金（義務的経費）の支払いを行うことなどにより、国際機関を通じた国際協力の推進に努めている。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等

4,714計

執行額 7,953 7,258 5,179

執行率（%） 100 100 100

7,953 7,258 5,179 4,714

24年度活動見込

21年度 22年度

% ― ―

―

―

23年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度

23年度
目標値

（　　年度）

本経費は,国際機関に対する加盟国に義務づけ
られた分担金であることから、成果目標・実績を
設定することはできない。

成果実績 ― ― ― ―

達成度

成果指標 単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

　―　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

分担金 4,714 4,714

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

単位当たり
コスト

本経費は,国際機関に対する加盟国に義務づけ
られた分担金であることから、成果目標・実績を
設定することはできない。

活動実績

（当初見込
み）

―
― ― ―

計 4,714 4,714



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

 

 

 

 

 

 

 

 

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
･
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

― 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

― 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

― 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

「世界のすべての人々ができる限り高い水準の健康に到達すること」を目的に国連の専門機関として設立されたWHOを通じて国際社会に貢
献するため、必要な経費である。

 

活
動
実
績

、
成
果
実
績

― 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

 

資
金
の
流
れ

、
費
目
･

使
途

― 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

予算監視･効率化チームの所見

現
状
通
り

本経費は、世界保健機関に対する加盟各国に義務づけられた分担金であることから、見直しの余地はなく、今後も予算規模は維
持すべきであるが、国際機関に働きかけ、有効な活用がなされるように努めること。

0551 0501

―

現
状
通
り

－

国際機関を通じた国際貢献であり、国民のニーズがあ
り、優先度が高いと考えられる

国際機関への分担金の拠出は、国連において国に支払
いが義務づけられているものである。

　※類似事業名とその所管部局･府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

【事業実施の必要性】
世界保健機関（WHO)を通じ、世界のすべての人々ができる限り高い水準の健康に到達することを目的とした重大な感染症発生時における早期封
じ込めなどの危機管理、化学物質の安全性評価などの健康に係る安全確保対策、寄生虫対策における開発途上国の対応能力のための制度づく
り支援といった、世界の保健政策上不可欠の重要課題に対する国際協力活動を推進するため、世界保健機関加盟国の責務として、世界保健機関
憲章第56条の規定により割り当てられた分担金を支払う義務がある。

【その他特記事項】
 総事業費については、当該年度の支出官レートを使用した日本円換算で計上している。

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成23年度実績を記入



厚生労働省
5,179百万円

世界保健機関（WHO）
5,179百万円

世界保健機関分担金
(世界保健機関憲章第56条）

【国際分担金等】

　

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



分担金

世界保健機関加盟国に対し、
WHO憲章第56条の規定によ
り、日本政府に割り当てられた
分担金

5,179

金　額
(百万円）

費　目 使　途

費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　世界保健機関（WHO） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5,179 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 世界保健機関（WHO）
世界保健機関加盟国に対し、世界保健機関憲章第56条の規定
により、日本政府に割り当てられた分担金

5,179

4

3

6

5

8

7

9

10



成果実績

達成度

事業番号 0444

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 世界保健機関等拠出金事業 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

世界保健機関憲章第57条(WHO)
国際連合経済社会理事会決議1994/24第12条

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

世界保健機関（WHO)及び国際合同エイズ計画（UNAIDS。WHO等の国連10機関が参加する調整プログラム）を通じ、感染症対策やエイズ対
策などの国際保健分野における諸課題への取組を強化することを目的に、世界保健機関(WHO)及び国連合同エイズ計画に対する拠出を行
うことにより、国際協力事業を推進する。

事業開始･
終了(予定）年度 昭和48年度 担当課室 国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名
施策目標 Ⅵ-3-1　国際機関の活動へ参加･協力し、国際
社会に貢献する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1,814 1,366 1,334 1,116 1,029

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

新型インフルエンザ、HIV等の感染症対策事業、国連ミレニアム開発目標（MDGs)の達成に向けてより一層の取組が必要な母子保健事業、保
健従事者の育成も含めた保健システム強化事業、産業保険事業、食品安全・医療安全事業などに対する拠出を行い、国際保健分野におけ
る取組の強化に努めている。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他　（拠出金）

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等

執行額 1,814 1,366 1,334

1,814 1,366 1,334 1,116 1,029計

21年度 22年度

% 103 91

執行率（%） 100 100 100

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

プロジェクト毎に、各種制度構築や国家計画の
策定等、長期的な目標を設定しているため、活
動指標等を定めることは困難。

23年度
目標値

（　　年度）

主な流行性疾患への備えと対応のために、国
家準備計画と標準的作業手順が設置された国
の数

成果実績 139 141 158 185

96

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

― 算出根拠
（プロジェクト毎に、各種制度構築や国家計画の策定等、長期的な目標を設
定しているため、単位あたりコストを設定するのが困難である。）

拠出金 1,116 1,029 事業内容の見直しを行い、執行の効率化を図ったことによるもの

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

単位当たり
コスト

活動実績

（当初見込
み）

― ― ―

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

達成度

成果指標 単位

% ― ― ―

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
国連合同エイズ計画（UNAIDS）による支援を受
け、エイズ治療とケアサービスを拡大した国の
数（平成23年の国連総会等において関係戦略
が見直されたため、同年分については、同一指
標についての報告は困難。なお、平成24年以
降使用する指標について、本年中に定められる
UNAIDSの新指標に係る数字を使用する予
定。）

71 78 ――



計 1,116 1,029

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

評 価 項　　　目 評価に関する説明

受益者との負担関係は妥当であるか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
･
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

―

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

点
検
結
果

世界保健機関（WHO)などを通じ、感染症対策やエイズ対策などの国際保健分野における諸課題への取組強化に向けて、我が国が大きな
役割を果たすことに貢献していると考えられる。

　 　※類似事業名とその所管部局･府省名

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

0502

― 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
･
使

途

―

予算監視･効率化チームの所見

一
部
改
善

本事業は、必要性や執行の観点からも概ね妥当であるが、優先度等を検討のうえ、拠出先機関とも調整を図りながら対象事業
の限定・重点化を図るなど効率的な執行に努め、予算額に反映すること。

0555

縮
減

事業の優先度を検討し、国際社会において日本の知見に期待が寄せられる高齢化対策事業等に重点化を図るなど拠出事業内容の効率化を
図った(△８７百円）。

関連する過去のレビューシートの事業番号

【事業実施の必要性】
・　世界保健機関（WHO):　日本が国際的な影響力を保ちつつ、日本の国益に関係する分野（感染症対策分野）や内政への直接的な影響が想定
される分野（食品安全・医療安全分野）を中心に、国際保健分野における諸課題への取り組みを強化することを目的に実施するものであり、WHO
への拠出事業は重要である。
・　国連合同エイズ計画（UNAIDS):　近年、日本におけるHIVの新規患者は増加傾向にあり、特に2008年は1,126人の感染者が報告され過去最高
となった。国内におけるエイズの広がりを防止するためには、国連合同エイズ計画（UNAIDS）が毎年報告している疫学情報などを戦略的に活用
することや、UNAIDSが提供している諸外国の教訓を踏まえた政策立案の情報を利用することが重要である。また、日本はアジア･太平洋地域に
おける主要国であり、各国からの支援要請に応えられるだけでなく、日本の支援による本事業の成果は、全世界に還元される。このように国内施
策への反映に加え、国際保健の向上に資することにより、国際社会における日本のプレゼンスを示すという観点からも、UNAIDSへの拠出事業は
重要である。

【その他特記事項】
総事業費については、当該年度の支出官レートを使用した日本円換算で計上している。

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

国際機関を通じた国際貢献であり、国民のニーズがあ
り、優先度が高いと考えられる

国際機関への資金拠出は、主に国が実施すべき事業
であると考えられる。

事業所管部局による点検

支出にあたり、拠出先と使途等について協議を行い、限
定している。

国際保健分野における専門機関への支出であり、成果
の達成度も向上しているため、実効性が高いと考えら
れる。
22年度以降前年度の達成度を踏まえ、適切に成果目
標をたて、達成度も向上している。

 

本事業による成果物は、国際保健分野における諸問題
の解決に広く活用されている。



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

【国際分担金等】

厚生労働省
1,334百万円

世界保健機関(WHO)
　　1,031　百万円

 感染症対策、医薬品･食品の安
全対策、健康増進対策等

各国際機関のエイズ対策の総合調整
と評価、広報活動

【国際分担金等】

国連合同エイズ計画（UNAIDS)
　　　303　百万円



費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　世界保健機関（WHO） E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

拠出金 1,031世界保健機関の実施する感染症
対策事業等に対する拠出

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,031 計 0

B.　国際合同エイズ計画（UNAIDS） F.

費　目

拠出金 303国連合同エイズ計画の実施する
エイズ対策に対する拠出

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 303 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
国連合同エイズ計画
（UNAIDS)

国連合同エイズ計画の実施するエイズ対策に対する拠出 303

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 世界保健機関（WHO） 世界保健機関の実施する感染症対策事業等に対する拠出である。 1,031

4

3

6

5

8

7

9

10

2



事業番号 0445

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 国際機関分担金 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
国際労働機関憲章第13条等

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

国際機関（ILO等）を通じ、労働条件の改善を通じて、社会正義を基礎とする世界の恒久平和の確立に寄与すること、完全雇用、労使協調、社
会保障等の国際協力を推進している。

事業開始･
終了(予定）年度 大正7年度 担当課室 国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名
施策目標 Ⅵ-3-1　国際機関の活動へ参加･協力し、国際
社会に貢献する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 6,235 5,914 3,984 4,285 4,118

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国際機関（ILO等）を通じ、国際労働基準の策定及び監視、労働･生活条件の向上、雇用機会の増進、基本的人権の増強のための国際的な政
策や計画の策定及び国際的技術協力などの活動を実施している。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等

△ 1

4,118計

執行額 6,235 5,913 3,983 0.586

執行率（%） 100.0 100.0 100.0

6,235 5,914 3,983 4,285

24年度活動見込

21年度 22年度

% ― ―

―

―

23年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

本経費は、国際機関に対する加盟各国に義務
づけられた分担金であることから、成果目標･実
績を設定することができない。

成果実績 ― ― ― ―

単位当たり
コスト

達成度

成果指標 単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

　　　―　　　　　　（円／　　　　　　　　）

4,106

―

179 171 精査中

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

本経費は、国際機関に対する加盟各国に義務
づけられた分担金であることから、活動指標･実
績を設定することができない。

活動実績

（当初見込
み）

― ―

算出根拠

3,947 精査中
国際労働機関分担
金、政府開発援助国
際労働機関分担金、
国際労働機関拠出金

国際がん研究機関等
分担金

計 4,285 4118

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

 

 

 

 

 

 

国際機関を通じた国際貢献であり、国民のニーズがあ
り、優先度が高いと考えられる

国際機関への分担金の拠出は、国連において国に支払
いが義務づけられているものである。

 

 

 

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
･
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

― 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

―

他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

― 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
･

使
途

―

受益者との負担関係は妥当であるか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

一
部
改
善

本経費は、国際労働機関に対する加盟各国に義務づけられた分担金であることから、今後も継続して予算措置する必要がある
が、インセンティブスキーム適用のため早期執行を図るとともに、事業内容の重点化などの効率的な実施が図られるよう努め国際
機関に働きかけ、予算要求にも反映すること。

0553 0503

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

　「労働条件の改善を通じて、社会正義を基礎とする世界の恒久平和の確立に寄与すること」などを目的に国連の専門機関として設立され
たILO等を通じて国際社会に貢献するため、必要な経費である。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

―

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

―

　※類似事業名とその所管部局･府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

【事業実施の必要性】
　国際機関（ILO等）を通じ、労働条件の改善を通じて、社会正義を基礎とする世界の恒久平和の確立に寄与すること、完全雇用、労使協調、社会
保障等の推進を目的とした国際労働基準の策定及び監視、労働･生活条件の向上、雇用機会の増進、基本的人権の増強のための国際的な政策
や計画の策定及び国際的技術協力などの国際協力活動を推進するため、国際機関加盟国の責務として、国際機関憲章等により割り当てられた分
担金を支払う義務がある。

【その他特記事項】
　総事業費については、該当年度の支出官レートを使用した日本円換算で計上している。

予算監視･効率化チームの所見

―

― 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

縮
減

国際機関の事業実施等の効率化については、引き続き働きかけを行っており、さらに、早期執行に努めたことにより、インセンティ
ブ･スキームによる分担金額の減額措置を得ることができたため、今回要求額の減額を行うことができた。

点
検
結
果



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

  厚生労働省 

   3,983百万円 

【国際分担金等】 【国際分担金等】 【国際分担金等】 【国際分担金等】 

A. 国際労働機関 

3,789百万円 

B. 国際がん研究機関 

183百万円 

C. 経済協力開発機構 

11百万円 
D. 国際社会福祉協議会 

1百万円 

※百万円未満については端数

処理を行っている。 

国際労働機関分担金 

（国際労働機関憲章第13条） 

国際がん研究機関分担金 

（国際がん研究機関規約第8条） 

経済協力開発機構分担金 

（経済協力開発機構条約 

第20条の2） 

国際社会福祉協議会分担金 

（国際社会福祉協議会規約第8条） 



A.　国際労働機関（ILO） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

国際労働機関加盟国に対し、国際労
働機関憲章第13条の規定により、日
本政府に割り当てられた分担金等

分担金 3,789

B.　国際がん研究機関（IARC） F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3,789 計 0

分担金

国際がん研究機関加盟国に対し、国
際がん研究機関規約第8条の規定に
より、日本政府に割り当てられた分担
金

183

C.　経済協力開発機構（OECD） G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 183 計 0

分担金

経済協力開発機構加盟国に対し、経
済協力開発機構条約第20条の2の規
定により、日本政府に割り当てられた
分担金

11

D.　国際社会福祉協議会（ICSW） H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 11 計 0

分担金

国際社会福祉協議会加盟国に対し、
国際社会福祉協議会規約第8条の規
定により、日本政府に割り当てられた
分担金

1

0計 1 計



支出先上位１０者リスト

A.

B.

C.

D.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国際労働機関（ILO）
国際労働機関加盟国に対し、国際労働機関憲章第13条の規定によ
り、日本政府に割り当てられた分担金等

3,789

2

3

4

5

6

7

8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
国際がん研究機関
（IARC）

国際がん研究機関加盟国に対し、国際がん研究機関規約第8条の規
定により、日本政府に割り当てられた分担金

183

2

3

4

5

6

7

8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
経済協力開発機構
（OECD）

経済協力開発機構加盟国に対し、経済協力開発機構条約第20条の
2の規定により、日本政府に割り当てられた分担金

11

2

3

4

5

6

7

8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
国際社会福祉協議会
（ICSW）

国際社会福祉協議会加盟国に対し、国際社会福祉協議会規約第8
条の規定により、日本政府に割り当てられた分担金

1

2

3

4

5

7

8

6



計 28 58

（国際機関における調査研究等が主な事業内容であることから、「単位
あたりコスト」という考え方にはなじまない。）

OECD事業への拠出執行率

活動実績

（当初見込
み）

%
100 100 100

拠出金 28 58

―

― (       '100       )(       '100       )(       '100       )

単位当たり
コスト

単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

― 算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

23年度
目標値

（　　年度）

OECD事業実施報告における厚生労働省が拠
出した事業の質に対する各国評価平均

成果実績 ポイント 3.74 3.74
平成25年実施

予定

達成度

成果指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 24年度活動見込

21年度 22年度

% 125 125

3

―

23年度

100 100 100

40 37 33 28 58計

執行額 40 37 33

執行率（%）

繰越し等

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

経済協力開発機構（OECD）による社会保障分野、雇用労働分野の事業における取組みとして、1）社会保障分野、雇用労働分野における統計
データの収集･編纂･公表、2）社会保障制度の効率性、財政の持続可能性、社会経済への影響に関する分析、3）ヒトの遺伝子情報の利用など
医療分野における技術革新に関する分析、4）労働市場政策における課題に対処するための政策に関する分析等が実施されている。事業の成
果は、データベースや報告書として公表され、各国における政策立案や研究分析に活用されている。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 40 37 33 28 58

補正予算

国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名
施策目標 Ⅵ-3-1　国際機関の活動へ参加･協力し、国際
社会に貢献する

作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
OECD予算規則第20条第1項

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

経済協力開発機構（OECD）は、少子高齢化など加盟国に共通する課題に対処するため、加盟国間の自由な討議、各国の政策分析、データ
ベースの構築等を通じて、社会経済に関する研究･分析･政策提言を行っていることから、わが国の政策課題に資する取組みを選択して拠出金
を支出することにより、事業の実施を促進し、わが国単独では得ることが困難なデータや研究成果を入手することで、わが国の政策立案に役立
てるとともに、加盟国の相互発展に広く寄与することを目的とする。

事業開始･
終了(予定）年度 平成3年度 担当課室

事業番号 0446

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 経済協力開発機構拠出金事業 担当部局庁 大臣官房



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

相手方と協議の上、真に必要な経費に限定している。

国際的な専門機関への支出であり、他の手段と比較して実効
性が高いと考えられる。

成果目標を立てており、その目標を達成している。

活動実績は見込みにあっている。

国際機関を通じた国際貢献であり、国民のニーズに沿う優先
度が高い事業であると考えられる。

国際機関への資金拠出は、主に国が実施すべき事業であると
考えられる。

　※類似事業名とその所管部局･府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

― 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

現
状
通
り

－

予算監視･効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、必要性や執行の観点からも概ね妥当であるが、今後も拠出先機関に働きかけ、有効な活用がなされるように努めるこ
と。

0554 0504

資
金
の
流
れ

、
費
目
･

使
途

― 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

点
検
結
果

1）社会保障分野、雇用労働分野における統計データの収集･編纂･公表、2）社会保障制度の効率性、財政の持続可能性、社会経済への影
響に関する分析、3）ヒトの遺伝子情報の利用など医療分野における技術革新に関する分析、4）労働市場政策における課題に対処するため
の政策に関する分析等の各事業について、関係委員会等に出席し、積極的に意見を述べ、事業の検証・確認に努めた他、分野別に約5年
に一度開催される大臣会合の機会には、事業の大きな方向性が決定されることから、より積極的な働きかけを行って、目標の達成を実現し
た。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

目
的
･
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

  厚生労働省 

   33百万円 

  A．経済協力開発機構（OECD） 

        33百万円 

【国際分担金等】 

各国の社会経済に関する研究･分析･ 

政策提言 

※百万円未満については端

数処理を行っている 



計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

B. F.

計 33 計

拠出金 5

経済協力開発機構の実施する
雇用アウトルック、レビュー及び
労働市場政策事業に対する拠
出

拠出金 28
経済協力開発機構の実施する
少子高齢化に関する研究事業
に対する拠出

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　経済協力開発機構（OECD） E.

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

9

10

7

8

5

6

3

4

1
経済協力開発機構
（OECD）

世界経済の主要国の雇用労働･社会問題･保健医療分野の
様々な課題に関する多角的･総合的な研究･分析

33

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 0447

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 国際労働機関拠出金事業 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
ILO憲章第13条

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　開発途上国、とりわけ東南アジア各国における雇用、労働問題の解決を助けディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を実現する
ため、ILOに対する拠出金により、社会セーフティネット構築支援等の協力事業を行っている。

事業開始･
終了(予定）年度 昭和59年度 担当課室 国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名
施策目標 Ⅵ-3-1　国際機関の活動へ参加･協力し、国際
社会に貢献する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 154 155 402 334 492

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　国際労働機関（ILO）を通じ、東南アジア各国における雇用、労働問題の解決を助け、ディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の
実現に向け、①アジア地域における雇用分野セーフティネット整備支援事業、②ILO-WHO連携のもと実施するASEAN地域の健康確保対策事
業、③ASEAN地域の健全な労使関係育成事業、④南アジアにおける「労働者保護の確保された雇用」への移行支援事業、⑤アジア地域にお
ける社会セーフティネット構築のための基盤整備等支援事業、⑥日本/ASEAN社会セーフティネット構築支援事業、⑦地球環境の問題に配慮し
た雇用戦略支援、⑧アジアにおける社会的保護制度整備支援事業などの活動を推進している。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他（拠出金）

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等

492計

執行額 154 155 402

執行率（%） 100% 100% 100%

154 155 402 334

24年度活動見込

21年度 22年度

% ― ―

―

―

23年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度

23年度
目標値

（　　年度）

　本事業は対象国の制度、慣習を変えるよう働
きかけるものであり、成果指標を定量的にとらえ
ることは困難である。

成果実績 ― ― ― ―

達成度

成果指標

単位当たり
コスト

単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

　　　　―　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

412

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

プロジェクト毎に、各種制度構築や国家計画の策定等、長期的な目標
を設定しているため、単位あたりコストを設定するのが困難である。

　プロジェクト（国際労働機関が行うディーセント･ワー
ク（働きがいのある人間らしい仕事）実現のための各
種事業）毎に設定されている計画目標（immediate
objectives）の達成状況（前プロジェクトと同程度/各プ
ロジェクト終了時）

活動実績

（当初見込
み）

100% 100% 100%

国際労働機関拠出金 278

56 80

計 334 492

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

政府開発援助国際労
働機関拠出金



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
･
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

― 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

― 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

点
検
結
果

　日本が拠出しているプロジェクトについて、そのプロジェクト毎に設定される計画目標の達成状況について、国際労働機関アジア太平洋地
域総局（ILO･ROAP）の作成する報告書により、把握すると共に、実施状況をレビューするための年1回の協議を行っている。
　年1回の年次協議において、アジア地域の援助ニーズを把握し、プロジェクト内容の見直しを適宜行っている。また、プロジェクトの実施期間
（概ね3年間）終了時には、プロジェクト存続の必要性を検討し、所期の目的を達成した事業は終了している。

―

― 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

― 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
･

使
途

― 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

予算監視･効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、必要性や執行の観点からも概ね妥当であるが、今後も拠出先機関に働きかけ、拠出金の有効な活用に努めること。

0555 0505

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

現
状
通
り

－

　※類似事業名とその所管部局･府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

○
本事業における成果物は、国際労働分野における諸問
題の解決に広く活用されている。

　各種国際会議において、社会セーフティネットの重要性
が指摘されているだけでなく、新成長戦略においても、ア
ジアの所得倍増を通じた成長機会の拡大のメニューとし
て社会セーフティネット等の普及が盛り込まれていること
から、優先度は高い。

国際機関への資金拠出は、国が実施すべき事業であ
る。

　プロジェクト毎に設定されている計画目標は過去２カ年
100％達成されており、ディーセント・ワークの実現に着実
に貢献している。



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

A. 国際労働機関（ILO） 

391百万円 

【拠出金（国際機関）】 

東南アジアにおけるディーセ

ントワークの実現のための技

※百万円以下については四捨五入

処理による表記を行っている 

  厚生労働省 

402百万円 

【拠出金（国際機関）】 

B. ASEAN事務局 

11百万円 

ASEAN地域におけるディーセン

トワークの実現のための技術

協力事業 



費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　国際労働機関（ILO） E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

拠出金 391

　国際労働機関の実施するアジア
におけるディーセントワークを達成
するための事業、地球環境の問題
に配慮した雇用戦略支援事業そ
の他に対する拠出

B.　ASEAN事務局 F.

計 391

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0

拠出金 11

　ASEAN事務局が実施する域内
の労使団体育成と政策決定への
参画促進のための事業に対する
拠出

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 11 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ASEAN事務局 域内の労使団体育成と政策決定への参画促進のための事業 11

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 国際労働機関（ILO）
アジアにおけるディーセントワークを達成するための事業、地球
環境の問題に配慮した雇用戦略支援事業その他

391

4

3

6

5

8

7

9

10



政府開発援助衛生関
係指導者育成等委託
費

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

1 1
政府開発援助職員旅
費

49

計 48 50

47

精査中

―

- （　40　） （　50　） （　60　）

（本事業は、ASEAN諸国の行政官の人材育成を強化し、ひいてはそ
の国々の厚生労働行政の向上を図るものであることから、「単位あた
りコスト」という考え方にはなじまない。）

当該会合開催事業参加者（ASEAN 10カ国）
46

単位当たり
コスト

単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

　　　―　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

アンケート評価の平均値（会合参加者へのアン
ケート調査において「会合が有効だった」とする
評価）

成果実績 点 4.2/5点中 4.6/5点中 4.3/5点中

達成度

成果指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度

活動実績

（当初見込
み）

人
32 46

24年度活動見込

21年度 22年度

% 95% 110%

4.0/5点中

93%

23年度

100% 92% 96%

65 53 53 48 50計

執行額 64 47 51

執行率（%）

繰越し等

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

ASEAN諸国の社会保障分野の政策形成の支援及び当該分野の人材育成を強化するため、ASEAN･日本社会保障ハイレベル
会合を通じ、ASEAN10ヶ国から社会福祉と保健医療政策を担当する局長級行政官を招聘し、高齢化社会への対応、母子･障害
者保健福祉、社会的弱者支援等をテーマとした議論を実施している。また、開発途上国各国の国連ミレニアム開発目標（MDGs）
の達成に向けた水供給分野の国際協力における開発効果の向上のため、水道分野の国際協力検討事業を通じ、我が国の水
道事業者及び厚生労働省が持つノウハウを活用し、水道分野の協力方針の検討を行うとともに、水道プロジェクト計画作成指導
事業を通じ、開発途上国における水道分野の技術面･人材面･財政面等の課題について調査･検討を行い、熟度の高い計画とな
るよう当該国に対し助言･指導を実施している。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 65 53 53 48 50

補正予算

国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名 施策目標 Ⅵ-3-2　二国間等の国際協力を推進する

作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計画、
通知等

政府開発援助大綱
国連ミレニアム開発目標

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

平成8年のリヨンサミットにおいて我が国が提唱した「世界福祉構想｣の実現に向け、我が国と緊密な関係にあるASEAN諸国の
社会保障分野の政策形成の支援及び当該分野での人材育成を強化するため協力を行うとともに、開発途上国各国の国連ミレ
ニアム開発目標（MDGs）の達成に向け、水供給分野の国際協力における開発効果を高めるため、国際協力事業を実施する。

事業開始･
終了(予定）年度 平成15年度 担当課室

事業番号 0451

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 開発途上国福祉専門家養成等事業 担当部局庁 大臣官房



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

成果物は厚生労働省ホームページに掲載している。会
合結果についてASEAN+3保健、社会福祉各大臣会合
等で報告。

関連する過去のレビューシートの事業番号

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

現
状
通
り

保健･水道分野の国際協力に関する国民のニーズ･優
先度は高く（保健医療分野の国際協力に関する特別世
論調査（平成22年7月））、本事業の内容と合致してい
る。

開発途上国の行政官を対象とした事業であることから、
国が実施することが妥当。

受益者にも応分の負担を求めている。

経費内訳書を作成し確認を行っている。

経費内訳書を作成し確認を行っている。

支出先の選定については、専門的知見を反映させる必
要があり、複数事業者の企画競争を行うことで、競争性
が確保されいている。

一同に会する政策対話及び直接的意見交換で実効性
の高い成果が得られている。

　※類似事業名とその所管部局･府省名

目標値4.6/5点中に対し実績4.3/5点中であり、事業目
的を概ね達成している。

当初見込みの参加者を概ね達成した。

－

予算監視･効率化チームの所見

現
状
通
り

本事業は、必要性や執行の観点からも概ね妥当であり、今後も引き続き適正な予算の執行に努めること。

559 509

資
金
の
流
れ

、
費
目
･
使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

点
検
結
果

（ASEAN･日本社会保障ハイレベル会合開催事業）
● 会合開催に関する評価を参加者のアンケートにより実施しており、平成23年度事業の成果実績は5点中4.3点と達成している。また、ア
ンケート調査によると約80%以上の参加者が「有識者の講演」や「施設訪問」に関するプログラムを高く評価しており、効果的に日本の知
見･経験の共有が行われている。
● 保健･福祉分野より各2名（局長級､課長級）に加えて、平成23年度は雇用分野の行政官1名（課長級）を招聘した。これは、社会的弱者
の自立への対応のためには、雇用分野との連携が必要であるという昨年度会合の提言を受けたものである。招聘人数は増加したが、会
合実施体制を見直すことにより、予算の縮減を達成した。

（水道分野の国際協力検討事業/水道ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画作成指導事業）
● 本事業は企画競争（複数応札）による委託業者の選定を実施することにより、透明性の確保及び事業の効率性を高めている。H21年度
以降の本事業委託先が複数の企業となった。
● 事業の対象とした全ての開発途上国において、水道プロジェクトの作成能力向上のための指導が行われ、ニーズに適合したプロジェク
ト内容について合意が図られた｡水道分野の協力方針を踏まえ、引き続き公募を行うことにより、日本が持つノウハウを生かし最も効果的･
効率的に技術協力を行うことができる開発途上国において事業を実施する。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

目
的
･
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

水道分野の国際協力検討

  厚生労働省 

   51百万円 

A．（株）JTBコミュケーションズ 

32百万円 

ASEAN･日本社会保障 

ハイレベル会合開催事業 

※百万円以下については端数

処理を行っている 

B.（社）国際厚生事業団 

7百万円 

【委託･企画競争】 

水道プロジェクト計画 

作成指導事業 

C. 民間団体（共同企業体）（6百万円）･ 

（社）国際厚生事業団（6百万円） 

12百万円 
 

【委託･企画競争】 【委託･企画競争】 



計 0 計 0

計 6 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品購入等
水道プロジェクト計画作成指導事
業にかかる消耗品費、翻訳費、報
告書の印刷製本等

1

管理運営費
水道プロジェクト計画作成指導事
業にかかる業務経費等

1

旅費
水道プロジェクト計画作成指導事
業にかかる外国旅費

2

人件費
水道プロジェクト計画作成指導事
業にかかる人件費

2

計 7 計 0

C. 共同企業体 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費
水道分野の国際協力検討事業に
かかる旅費

2

人件費
水道分野の国際協力検討事業に
かかる会議運営、報告書作成に
要する人件費

3

会議運営費
水道分野の国際協力検討事業に
かかる会議費、印刷製本費、消耗
品費、通信運搬費、通訳料等

2

計 32 計 0

B. （社）国際厚生事業団 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費
ASEAN･日本社会保障ハイレベル
会合にかかる人件費

5

管理運営費
ASEAN･日本社会保障ハイレベル
会合にかかる業務経費等

2

旅費
ASEAN･日本社会保障ハイレベル
会合にかかる外国旅費・国内移動
費（会合参加者）

13

会議運営費

ASEAN･日本社会保障ハイレベル
会合にかかる飲食費、印刷製本
費、消耗品費、会場設営費、会場
移動費、通訳費

12

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. （株）JTBコミュニケーションズ E.

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.　ＡＳＥＡＮ・日本社会保障ハイレベル会合開催事業

Ｂ. 水道分野の国際協力検討

Ｃ. 水道プロジェクト計画作成指導事業

10

9

8

7

6

5

4

3

2 （社）国際厚生事業団 水道プロジェクト計画作成指導事業 6 随意契約

1 共同企業体
水道プロジェクト計画作成指導事業

6 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8

9

8

6

7

4

5

2

3

1
（株）ＪＴＢコミュニケー
ションズ

ASEAN･日本社会保障ハイレベル会合開催事業
32 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

随意契約1 （社）国際厚生事業団 水道分野の国際協力検討事業 7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3

2

5

4

7

6

9

10

8



国際分担金等事務関
係経費

事業番号 0452

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 国際労働機関等協力事業 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
ILO憲章第13条

関係する計画、
通知等

-

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　開発途上国、とりわけ東南アジア各国における雇用、労働問題の解決を助けディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を実現する
ため、ILOに対する拠出金により、社会セーフティネット構築支援等の協力事業を行っている。

事業開始･
終了(予定）年度 昭和59年度 担当課室 国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名 施策目標 Ⅵ-3-2　二国間等の国際協力を推進する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 3 3 3 3

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　国際労働機関（ILO）を通じ、東南アジア各国における雇用、労働問題の解決を助け、ディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の
実現に向け、①アジア地域における雇用分野セーフティネット整備支援事業、②ILO-WHO連携のもと実施するASEAN地域の健康確保対策事
業、③ASEAN地域の健全な労使関係育成事業、④南アジアにおける「労働者保護の確保された雇用」への移行支援事業、⑤アジア地域にお
ける社会セーフティネット構築のための基盤整備等支援事業、⑥日本/ASEAN社会セーフティネット構築支援事業、⑦地球環境の問題に配慮し
た雇用戦略支援、⑧アジアにおける社会的保護制度整備支援事業などの活動を推進している。

（当事業は、事業番号0447「国際労働機関拠出金事業」に付随する事務的経費である。）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　■その他（拠出金）

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等

3計

執行額 3 3 2

執行率（%） 79.8% 83.9% 60.9%

3 3 3 3

24年度活動見込

21年度 22年度

% ― ―

―

―

23年度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度

23年度
目標値

（　　年度）

　本事業は対象国の制度、慣習を変えるよう働
きかけるものであり、成果指標を定量的にとらえ
ることは困難である。

成果実績 ― ― ― ―

達成度

成果指標 単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

　　―　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

3 3 精査中

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

100%

単位当たり
コスト

プロジェクト毎に、各種制度構築や国家計画の策定等、長期的な目標
を設定しているため、単位あたりコストを設定するのが困難である。

　プロジェクト（国際労働機関が行うディーセント･
ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）実現の
ための各種事業）毎に設定されている計画目標
（immediate objectives)の達成状況（前プロジェ
クトと同程度/各プロジェクト終了時）

活動実績

（当初見込
み）

100% 100%

計 3 3



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

　各種国際会議において、社会セーフティネットの重要性
が指摘されているだけでなく、新成長戦略においても、ア
ジアの所得倍増を通じた成長機会の拡大のメニューとし
て社会セーフティネット等の普及が盛り込まれていること
から、優先度は高い。

   国際機関への資金拠出事業に係る事務的経費である
ため、国が実施すべき事業である。

  出張に際し、より安価な航空券が手配できたこと等によ
る。
  国際労働分野における専門機関への支出であり、妥
当。

  労働問題に関する深い知識を有し、東南アジア地域に
おける技術協力について造詣の深い者に対し、本事業
の関連会合に専門家として出席を依頼している。

  プロジェクトの内容・進捗に関してILO及びASEAN事務
局と綿密に協議し、必要に応じてドナーとして意見を述
べることにより、事業の円滑な実施に貢献している。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
･
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

―
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

― 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

―

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

― 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
･
使
途

― 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

― 受益者との負担関係は妥当であるか。

― 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

予算監視･効率化チームの所見

一
部
改
善

本事業は、開発途上国の雇用・労働問題への支援のために必要な経費であるが、執行状況については見直しの余地があり、事
業内容を精査の上で重点化を図るなど、効率的に執行ができるように見直すとともに、予算要求に反映させること。

0561 0510

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

縮
減

前年度執行状況をふまえ、出張等の必要性を検討し、事業の円滑な遂行上不可欠な経費に絞り込む等の削減を行った。

点
検
結
果

　　日本が拠出しているプロジェクトについて、そのプロジェクト毎に設定される計画目標の達成状況について、国際労働機関アジア太平洋
地域総局（ILO･ROAP）の作成する報告書により、把握すると共に、実施状況をレビューするための年1回の協議を行っている
　年1回の年次協議において、アジア地域の援助ニーズを把握し、プロジェクト内容の見直しを適宜行っている。また、プロジェクトの実施期間
（概ね3年間）終了時には、プロジェクト存続の必要性を検討し、所期の目的を達成した事業は終了している。
   各プロジェクトについては所定の実施期間中であり、所期の目的の達成まで引き続き事業を実施していくこととする。

  本事業における成果物は、国際労働分野における諸問
題の解決に広く活用されている。

　※類似事業名とその所管部局･府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

A. 専門委員 

0.3百万円 

【国際分担金等事務関係経

東南アジアにおけるディーセント

ワークの実現のための技術協

力にかかる事務関係経費 

※百万円以下については四捨

五入処理による表記を行ってい

  厚生労働省 

2百万円 

B. 事務費 
1.7百万円 



ASEAN地域における健全な労使
関係育成事業会合出席のための
委員等旅費及び謝金

費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

旅費･謝金 0.3

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

職員旅費 1.7

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

ASEAN地域における健全な労使関係
育成事業会合出席のための職員旅費



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 委員A
ASEAN地域における健全な労使関係育成事業会合出席のための委
員等旅費及び謝金

0.3 － －

4

3

6

5

8

7

9



計 57 57

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

庁費 43 43

17 17

委員等旅費 3 3

職員旅費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

諸謝金 8 8

―

― ― ― (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　８３８，０００　（円／１回） 算出根拠 活動実績／執行額

評価委員会開催回数

活動実績

（当初見込
み）

回
72 63 68

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

各研究事業の適切かつ効果的な実施が図られ
ているが、これらの成果を数値で示すことは困

難

成果実績 - － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

- － －

執行率（％） 87.0% 88.9% 83.3%

46 45 54 57 57

執行額 40 40 45

繰越し等

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 46 45 54 57 57

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

計

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学的な推
進を確保し、技術水準の向上を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　各研究事業毎に評価委員会を設置し、研究開発課題の採択に関する事前評価、研究の進捗を評価する中間評価、研究が適切
に行われたか等を評価する事後評価を実施する等、厚生労働科学研究費補助金の各研究事業が適切かつ効果的に実施される
ための事業を実施している。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 施策名 Ⅵ-３-５ 厚生労働分野の科学技術の研究開発を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

・「第４期科学技術基本計画」（平成２３年８月１９日閣議
決定）
・「国の研究開発評価に関する大網的指針」（平成２０年
１０月３１日内閣総理大臣決定）
・「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」（平
成２２年１１月１１日厚生労働省大臣官房厚生科学課長）

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１４年度 担当課室 厚生科学課 塚原　太郎

事業番号 457

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 研究評価推進事業費 担当部局庁 大臣官房



- -

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現状通り
本事業は、厚生労働科学研究の適切な遂行のための各研究事業毎に評価委員会設置に係る経費であり、引き続き適切な予算
措置とすること。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

今後も引き続き、厚生労働科学研究費補助金の各研究事業が適切かつ効果的に実施されるよう、適切な事業の実施及び真に必要な経費
に限定した支出を行う必要がある。

活動実績はその見込みに見合ったものとなっている。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

× 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

－

－

－

－

各研究事業の適切かつ効果的な実施が図られている。

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。

厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医
療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策
の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図ることを
目的とする経費であり、優先度の高い事業である。

予算決算及び会計令において随意契約が認められてい
るため。

本事業の目的を達成するため、専門家、有識者の見解
を踏まえ、実効性のある取組を示している。

「第４期科学技術基本計画」（平成２３年８月１９日閣議決
定）
、「国の研究開発評価に関する大網的指針」、「厚生労働
省の科学研究開発評価に関する指針」に基づく事業であ

例年恒常的に予算額と執行額に乖離がみられるもの
の、不用理由については把握している。

現行の予算規模の範囲内において、効率的な執行に努
めており、妥当な水準である。
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資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 
４５百万円 

Ｂ （株）三菱総合研究所 
８百万円 

               （１） 

Ａ 委員 
２百万円 

       （１０） 

Ｃ  （株）太陽美術  ２百万円 
協新流通デベロッパー（株）１百万

円 

【企画競争】 【随意契約】 

厚生労働科学研究費における

戦略研究の進捗状況に係る調

査と今後の方向性についての

調査分析業務 

パンフレット等の印刷及び梱包発送

業務     
厚生労働科学研究費

補助金の評価等に関

する謝金及び旅費 

Ｄ 事務費 
３２百万円 

          （９

【随意契約】 



計 32.0 計 0

その他 賃金等 27.0

消耗品費 トナーカートリッジ等 0.9

職員旅費 研究評価推進事業に係る職員旅費 1.3

雑役務費 パンフレット等のデザイン等 2.8

D.事務費 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2 計 0

印刷製本費 パンフレット等の印刷 2

C.（株）太陽美術 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 8 計 0

雑役務費 調査分析業務 8

B.（株）三菱総合研究所 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0.4 計 0

諸謝金 検討会出席謝金 0.1

旅費 検討会出席旅費 0.3

A.委員Ａ E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

2 協新流通デベロッパー（株） パンフレット等の梱包・発送 1 随意契約 －

1 （株）太陽美術 パンフレット等の印刷 2 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 委員Ｊ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

9 委員Ｉ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

8 委員Ｈ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

7 委員Ｇ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

6 委員Ｆ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

5 委員Ｅ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

4 委員Ｄ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

3 委員Ｃ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

2 委員Ｂ 委員等旅費及び諸謝金 0.1 － －

1 委員Ａ 委員等旅費及び諸謝金 0.4 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）三菱総合研究所
厚生労働科学研究費における戦略研究の進捗状況に係る調査と今
後の方向性についての調査分析業務 8 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 有限会社ケーアーツ パンフレット等デザイン制作業務 1.6 随意契約 －

2 富士ゼロックス（株） トナーカートリッジ等購入 0.9 随意契約 －

3 （株）紀伊國屋書店 医中誌ｗｅｂ　利用契約料 0.2 随意契約 －

4 職員Ａ 研究評価推進事業に係る職員旅費 0.2 － －

5 職員Ｂ 研究評価推進事業に係る職員旅費 0.2 － －

6 （有）タケマエ トナーカートリッジ等購入 0.1 随意契約 －

7 職員Ｃ 研究評価推進事業に係る職員旅費 0.1 － －

8 職員Ｄ 研究評価推進事業に係る職員旅費 0.1 － －

9 職員Ｅ 研究評価推進事業に係る職員旅費 0.1 － －

10 職員Ｆ 研究評価推進事業に係る職員旅費 0.1 － －



事業番号 458

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 厚生労働科学研究費補助金 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 昭和２６年 担当課室 厚生科学課 塚原　太郎

会計区分 一般会計 施策名 Ⅵ-３-５ 厚生労働分野の科学技術の研究開発を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

厚生労働科学研究費補助金取扱規程
(平成１０年４月９日厚生省告示第１３０号）

関係する計画、
通知等

・「第４期科学技術基本計画」（平成２３年８月１９日閣議
決定）
・「国の研究開発評価に関する大網的指針」（平成２０年
１０月３１日内閣総理大臣決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策の科学的な推
進を確保し、技術水準の向上を図ることを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　厚生労働行政の中でも社会的要請の強い諸問題に関する研究を実施するため、国内の試験研究機関や大学等に所属する研
究者に対して、当該研究に必要な経費の補助を行っている。なお、研究課題の採択は、原則として公募で行い、専門家による評価
結果に基づき、研究課題の採択の可否を決定している。（補助率１０／１０）

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

0 0 0

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 48,353 47,202 43,828 44,036 56,406

補正予算 △ 604

繰越し等 △ 222 △ 305 565 679

47,527 46,897 44,393 44,715 56,406

執行額 47,410 46,767 43,619

執行率（％） 99.8% 99.7% 98.3%

成果指標 単位 21年度 22年度

― ― ―

23年度
目標値

（　　年度）

研究の目的や成果は研究課題毎に異なるた
め、これらの成果を数値で示すことは困難

成果実績 ― ― ― ― ―

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

件
1,594 1,571 1,558

―

1,313

― ― ― (                )

単位当たり
コスト

　　２８，７００，０００　（円／１件） 算出根拠 活動実績／執行額

採択件数

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

厚生労働科学研究費研究費補助金 44,036 56,406 特別重点要求による増

計 44,036 56,406

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳
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研究の目的や成果は研究課題毎に異なるため、これら
の成果を数値で示すことは困難。

－

厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国民の保健医
療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関し、行政施策
の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図ることを
目的とする経費であり、優先度の高い事業である。

研究事業ごとに評価委員会を設置し、各研究課題の評
価を行うことにより採択課題を選定している。

本事業の目的を達成するため、専門家、有識者の見解
を踏まえ、実効性のある取組を示している。

「第４期科学技術基本計画」（平成２３年８月１９日閣議決
定）
、「国の研究開発評価に関する大網的指針」、「厚生労働
省の科学研究開発評価に関する指針」に基づく事業であ
る。

－

－

－

－

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されて
いる。
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事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－

研究成果については、厚生労働科学研究データベース
等で公表している。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

予算監視・効率化チームの所見

現状通り
本事業は、厚生労働行政の中でも社会的要請の強い諸問題に関する研究を実施するため、当該研究に必要な経費の補助を行う経
費であり、優先度が高く、引き続き適切な予算措置とすること。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

　今後も引き続き、各研究事業の適切かつ効果的な実施及び研究費予算の効率的な執行を図る必要がある。

- -

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

 
 Ａ 個人（１５４０課題）  ４０，６６６百万円 
                            （１，５４

０） 
 

   
 Ｂ  法人（１８課題）  ２，９５３百万円 
                       （１８） 
 

厚生労働省 
４３，６１９百万円 

厚生労働科学研究の実施に必要な研究費 厚生労働科学研究の実施に必要な研究費 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.個人 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

　備品費 研究機器等 480

消耗品費 試薬、事務用品等 123

委託費 モニタリング、監査等の業務委託 128

人件費 研究協力者への各種手当等 6

旅費 国内旅費及び外国旅費 3

その他 印刷製本費、通信運搬費等 120

計 860 計 0

B.法人 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

委託費 モニタリング、監査等の業務委託 332

人件費 研究協力者への各種手当等 116

消耗品費 試薬、事務用品等 71

旅費 国内旅費及び外国旅費 8

　備品費 研究機器等 3

その他 印刷製本費、通信運搬費等 430

計 960 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10 財団法人日本予防医学協会 免疫アレルギー疾患等予防・治療研究推進事業 27 － －

9 公益財団法人長寿科学振興財団 認知症対策総合研究推進事業 33 － －

8 財団法人精神・神経科学振興財団 障害者対策総合研究推進事業 37 － －

7 財団法人日本予防医学協会 難治性疾患克服研究推進事業 42 － －

6 財団法人日本予防医学協会 新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究推進事業 67 － －

5 財団法人がん研究振興財団 第３次対がん総合戦略研究推進事業 256 － －

4 財団法人ｴｲｽﾞ予防財団 エイズ対策研究推進事業 269 － －

3 財団法人国際協力医学研究振興財団  糖尿病予防のための戦略研究 373 － －

2 財団法人ﾋｭｰﾏﾝｻｲｴﾝｽ振興財団　 政策創薬におけるヒューマンサイエンス総合研究（官民共同研究）の推進 750 － －

1 社団法人日本医師会 治験推進研究事業 960 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

－

1 研究者Ａ ヒト幹細胞を用いた再生医療の臨床実用化のための基盤構築に関する研究 860 － －

研究者Ｃ 疾患特異的iPS細胞を用いた難治性疾患の画期的診断・治療法の開発に関する研究 450 － －

2 研究者Ｂ 肝細胞増殖因子による筋萎縮性側索硬化症に対する新規治療法の開発 550 －

5 研究者Ｅ 免疫修飾薬による多発性硬化症の治療成績向上を実現する探索的研究 380 － －

6 研究者Ｆ トキシコゲノミクスデータベースを活用した毒性メカニズムに基づく医薬品安全性評価に関する研究 358 － －

7 研究者Ｇ 東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査 300 － －

8 研究者Ｈ 疾患関連創薬バイオマーカー探索研究 280 － －

9 研究者Ｉ 国立がん研究センターPhaseⅠセンター早期開発研究 219 － －

10 研究者Ｊ 食品を介したダイオキシン類等の人体への影響の把握とその治療法の開発等に関する研究 210 － －

3

4 研究者Ｄ 重症拡張型心筋症へのbridge-to-transplantation/recoveryを目指した新規治療法の開発と実践 420 － －



計 667 669

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

75 73 効率化係数による減、図書館関係経費の削減など

業務経費 103 93 効率化係数による減、情報部門のシステム改修経費の削減など

一般管理費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

人件費 489 503 効率化係数による減、退職手当の増、給与特例法による削減など

―

(       ー      ) (       ー      ) (       ー      )

単位当たり
コスト

　　　　　ー　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 ー

研究開発型独法であることから、事業の活動内
容を数値として表わすことはできない。

活動実績

（当初見込
み）

ー
ー ー ー

ー

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

研究開発型独法であることから、事業の実施の
成果を数値として表わすことはできない。

成果実績 ー ー ー ー ―

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ ー ー

執行率（％） 100 100 100

執行額 789 739 691

789 739 691 667 669

667 669

補正予算

繰越し等

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 789 739 691

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

国民の栄養、健康の保持増進に関する調査研究や国民の栄養その他国民の食生活に関する調査研究、また健康増進法に基づく国民健康・栄養
調査の集計、特別用途食品の許可・承認に必要な試験及び収去された食品の試験などを実施している。

実施方法 ■　直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人国立健康・栄養研究所法
独立行政法人通則法

関係する計画、
通知等

独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標
独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

国民の健康の保持及び増進に関する調査・研究等を行い、国民の栄養、運動、健康、健康食品等について、公平・客観的な科学的知見の提示等
を行うことにより、もって、国民の公衆衛生の向上及び増進を図る。

事業開始・
終了(予定）年度 平成13年度 担当課室 事務部会計課 事務部長　吉田光男

会計区分 一般会計 施策名
Ⅵー3－5

厚生労働分野の科学技術の研究開発を推進する。

事業番号 459
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 独立行政法人国立健康・栄養研究所運営費交付金 担当部局庁 独立行政法人国立健康・栄養研究所 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

施設については、プールや運動フロアを調査研究に使用
していない時間帯に貸出を行っている。

研究の重複を避けるため、理事長による研究内容等のヒ
アリングを実施しているほか、所内セミナーを実施し研究
者同士で研究発表を行っている。また、外部との研究者
については、e-radを活用し、研究内容が重複しないよう
努めている。

- 効率化係数による削減等を実施した。

　※類似事業名とその所管部局・府省名 ー

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

予算監視・効率化チームの所見

現状通り
本事業は、独立行政法人国立健康栄養研究所における国民の栄養、健康の保持及び増進に関する調査・研究の遂行に必要な経
費であり、引き続き適切な予算措置とすること。

他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。 ー

ー

ー

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

ー

点
検
結
果

研究開発独法であることから、数値として国民への還元について述べることができないが、複数者から見積りをとる等により、経費の節減を継
続するともに、積極的に自己収入の獲得に努めることとする。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

ー

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

ー 受益者との負担関係は妥当であるか。

ー 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

ー 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

ー 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

目
的
・
予
算
の
状

況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

ー 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

570 519

ー

契約事務取扱要領にて再委託の制限を行っていること
から、いわゆる事業の丸投げは行っていない。

食事摂取基準や運動基準等の国民の健康保持・増進に
資する研究を行っている。

健康増進法に明記されている国民健康・栄養調査の集
計業務を行っている。

ー

競争性のない随意契約は官報掲載の1件のみであり、独
立行政法人国立印刷局が全国一律単価としていること
から随意契約としたものである。また、当研究所では随
意契約によることができる基準を100万円以下（賃貸借
は80万円以下）としており、国等より厳しい基準にしてい
るほか、契約の透明性、公平性を確保するため、公告期
間の拡大や参加要件の緩和等を行っているところであ
る。

ー

ー



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

    【一般競争入札・少額随契】 
 

              厚生労働省 

      独立行政法人国立健康・栄養研究所 
  ６９１百万円 

（業務委託） 
Ａ．東京ビジネスサービス㈱ 
  ほか５８社 
         ２２百万円 
           
       

（賃貸借関連） 
Ｂ．日立キャピタル㈱  
  ほか１４社  

              ４百万円 
          
       
 

 【少額随契】 

 事務費   
    年間617百万円（人件費、消耗品等） 
 
        
 
   

（保守関連） 
Ｃ．富士ゼロックス㈱ほか９社 
       ８百万円 
    
     
       
 

（修繕費） 
Ｄ．ＳＩサイエンス（株）ほか１６社 
 
    年間    ４百万円 
                 
           
   
        

     【少額随契】 
 
      
 

（委員等旅費関連） 
Ｆ．個人（１１名） 
 
    年間     ０．１百万円 
                 
           
   
        

（謝金関連） 
Ｅ．個人（３７名） 
          １．６百万円 
                 
           
   
        

【一般競争入札・少額随契】 



計 1 計 0

修繕費
質量分析計修理等（ＳＩサイエンス
（株））

1

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

保守費
複写機保守業務等（富士ゼロックス
（株））

2

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 6 計 0

業務委託費
プール施設日常点検業務等（東京ビジ
ネスサービス（株））

6

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A. （業務委託）

B. （賃貸借関連）

Ｃ. （保守料）

10 （株）ハイシステム 廃棄物運搬処理業務等 1 随意契約

9 ＨＥＣ　ＰＲＥＳＳ 論文別刷等 1 随意契約

8 （株）ワークショップ２１ 食品番号表改訂作業等 1 随意契約

7 日本アイ・ビー・エム（株） プログラミング解析 1 随意契約

6 （株）リバース 動物死体処理業務 1 1 100%

5 （株）データフォーシーズ プログラミング解析 1 随意契約

4 （株）朝陽会 平成22年度財務諸表に関する公告請負 1 随意契約

3 （株）フォーム印刷 パンフレット印刷、研究報告印刷等 1 随意契約

2 大和綜合印刷（株） 国民健康・栄養調査自治体別結果印刷、国民健康・栄養調査テキスト印 2 随意契約

1 東京ビジネスサービス（株）プール施設日常点検、プール清掃等 6 1 92.0%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日立キャピタル（株） 安定同位体質量分析計リース等 1 随意契約

2 ＮＴＴファイナンス（株） 複写機リース等 1 随意契約

3 平山不動産（株） 外国人招聘者住居賃貸料 0 随意契約

4 SAS Institute Japan㈱ ＳＡＳ更新契約ライセンス使用料等 0 随意契約

5 ＮＥＣキャピタルソリューションズ（株）生体ガス分用質量分析装置、遺伝子増幅装置リース等 0 随意契約

6
エルゼビア・ビー・ブイ　サ
イエンス・アンド・テクノロ
ジー

サイエンスダイレクト使用料 0 随意契約

7 キャノンＩＴソリューションズ（株） 栄養情報サーバー使用料等 0 随意契約

0 随意契約

8 日本ＧＥ（株） 超音波診断装置リース等 0 随意契約

10 （株）エクシード ドメイン更新料 0 随意契約

9 （資）マイウェブジャパン サーバーレンタル等

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 富士ゼロックス（株） 複写機保守等 2 随意契約

2 ＮＥＣネクサソリューションズ（株）健康食品等関連情報管理情報システムソフトウェア保守等 2 1 94.2%

3 キャノンマーケティングジャパン（株） 複写機保守等 1 随意契約

4 （株）高電社 ＷＥＢ翻訳サービス保守 1 随意契約

5 （株）なうデータ研究所 ＷＥＢシステム運用管理保守 1 随意契約

6 （株）システムエグゼ ホームページサーバー保守 1 随意契約

7 （株）チヨダサイエンス ミリポア純粋・超純水装置保守 0 随意契約

8 神田通信機（株） 会計システム保守 0 随意契約

9 （株）ケーエスビー 給与システム保守 0 随意契約

10
コニカミノルタビジネスソリュー
ションズ（株） 複写機保守等 0 随意契約



Ｄ. （修繕費）

Ｅ. （謝金）

Ｆ. （委員等旅費）

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ＳＩサイエンス（株） 質量分析計修理等 1 随意契約

2 （株）チヨダサイエンス ＡＢＩサイマルサイクラ-修理等 1 随意契約

3 （有）アルコシステム カロリーチャンバーガス分析システム修理等 1 随意契約

4 ヤマハ商事（株） ＰＣ修理、ディスプレイ修理等 0 随意契約

5 中野電子工業（株） 平衡装置修理 0 随意契約

6 東京ビジネスサービス（株）プール熱交換器用高計取付部漏水補修工事 0 随意契約

7 エプソン販売（株） プリンター修理 0 随意契約

8 東芝情報機器（株） ＰＣ修理 0 随意契約

9 島津サイエンス東日本（株 SPD-１０Avp修理 0 随意契約

10 アナテック（株） マイクロプレートリーダー修理等 0 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 Ａ氏 調査研究協力依頼 0

2 Ｂ氏 調査研究協力依頼 0

3 Ｃ氏 調査研究協力依頼 0

4 Ｄ氏 調査研究協力依頼 0

5 Ｅ氏 調査研究協力依頼 0

6 Ｆ氏 調査研究協力依頼 0

7 Ｇ氏 外部評価委員会 0

8 Ｈ氏 外部評価委員会 0

9 Ｉ氏 外部評価委員会 0

10 Ｊ氏 外部評価委員会 0

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 Ｋ氏 調査研究打ち合わせ 0

2 Ｌ氏 調査研究打ち合わせ 0

3 Ｍ氏 調査研究打ち合わせ 0

4 Ｎ氏 外部評価委員会 0

5 Ｏ氏 契約監視委員会 0

6 Ｐ氏 契約監視委員会 0

7 Ｑ氏 外部評価委員会 0

8 Ｒ氏 外部評価委員会 0

9 Ｓ氏 外部評価委員会 0

10 Ｔ氏 契約監視委員会 0



創薬支援ネットワーク
事業

0 3,107

計（百万円） 7,335 9,997

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

研究開発振興事業費 4,612 3,898

希少疾病用医薬品等の
開発支援

200 500

事業費 495 480

設備整備費 161 159

966 947 新規要求による増300百万円（希少疾病用医薬品等の開発支援）

業務委託費 199 196 効率化による減△745百万円

運営費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

人件費 702 710 新規要求による増3,107百万円（創薬支援ネットワーク事業）

－

－ － － －

単位当たり
コスト

　　－　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠 －

研究開発型独法であることから、事業の活動内
容を数値として表わすことはできない。

活動実績

（当初見込
み）

－
－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

研究開発型独法であることから、事業の実施の
成果を数値として表わすことはできない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 100 100 100

執行額 11,152 9,742 7,998

11,152 9,742 7,998 7,335 9,997

7,335 9,997

補正予算 －

繰越し等 － － － －

－ － －

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 11,152 9,742 7,998

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　研究開発独立行政法人として、国の政策課題の解決に向けて組織的に研究開発に取り組むこととしており、より有効で安全な医
薬品、医療機器の開発を支援する法人として、
     ①医薬品等の基盤的技術研究
     ②難病・疾患資源研究
     ③医薬品等の研究開発振興
の３つの事業を行い、民間企業、大学等における新たな医薬品・医療機器の開発を目指した研究開発を支援している。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法　（平成１１年法律第１０３号）

独立行政法人医薬基盤研究所法（平成１６年法律第１
３５号）

関係する計画、
通知等

「新成長戦略」、「第３期科学技術基本計画」、
「革新的医薬品医療機器創設のための５カ年戦略」

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　医薬品等及び薬用植物その他の生物資源の開発に資することとなる共通的な研究、民間等において行われる研究及び開発の
振興等の業務を行うことにより、医薬品技術等の向上のための基盤の整備を図り、もって、国民の保健の向上を図る。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１７年度 担当課室 総務部 渡部範夫

会計区分 一般会計 施策名
「新成長戦略」、「第３期科学技術基本計画」、「革新的医薬品
医療機器創設のための５カ年戦略」

事業番号 0460
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省)
事業名 独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金 担当部局庁 独立行政法人医薬基盤研究所 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

活用されている。

随意契約は公募による企画競争のほか土地借料など契
約の相手方が特定されるものとの契約となっている。

－

妥当である。

合理的に行われている。

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されてい

より有効で安全な医薬品、医療機器の研究開発を支援
するため、優先度の高い事業である。

国の政策課題の解決に向けて実施している事業である。

－

実効性の高いものとなっている。

－

－

縮減 既定経費については、事業仕分けの結果を踏まえた事業の縮減等実施した。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

一部改善
本事業は、独立行政法人医薬基盤研究所における医薬品等及び薬用植物その他の生物資源の開発に資する研究等に必要な経
費であるが、執行状況及び事業計画等の見直しを行い、必要な予算計上とすること。

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・医薬品等の開発を支援する研究開発独立法人の運営に必要な交付金であり、国が交付金を予算措置する必要がある。
・法人の支出先は、一般競争入札や公募による企画競争等が行われて、競争性が確保させている。
・希少疾病用医薬品等開発については、厚生労働大臣が特定した者に対する開発助成金となっている。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使

途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 
７，９９８百万円 

独立行政法人 
医薬基盤研究所 
７，９９８百万円 Ｉ．レックスウェル法律特許事務所 

ほか２２１件 
１６百万円 
[諸謝金] 

Ａ．(社)予防衛生協会 
ほか１６２件 
３３３百万円 

[業務委託費] 

Ｂ．日立キャピタル㈱ 
ほか８７件 

１２３百万円 
[借料及び損料] 

Ｃ．監査法人トーマツ 
ほか２２件 
１２百万円 
[支払報酬] 

Ｄ．大阪府 
ほか２件 

６５百万円 
[土地建物借料] 

Ｅ．日本不動産管理㈱ 
ほか６４件 

１８７百万円 
[保守料] 

Ｆ．東京電力㈱ 
ほか１５件 

３４２百万円 
[光熱水料] 

Ｇ．国立がん研究センター 
ほか１５８件 

４，６３４百万円 
[基礎研究推進事業費] 

Ｈ．Ｉ社ほか１１件 
６４７百万円 

[希少疾病用医薬品等開発振興事業

費] 

うち事務費 
１，２０１百万円 

【一般競争入札】 【一般競争入札】 

【一般競争入札】 【一般競争入札】 

【随意契約（公募）】 

【随意契約】 

【研究費助成】 【希少疾病用医薬品等開発振興事業】 



計 2

I.レックスウェル法律特許事務所

費　目 使　途 金　額
(百万円）

諸謝金 特許謝金等 2

計 47 計 116

土地建物借料 土地借料 47 委託料 臨床試験等委託費 116

D.大阪府 H.Ａ社

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 9 計 830

印刷製本費 委託研究に係る費用 1

旅費 委託研究に係る費用 5

借料及び損料 委託研究に係る費用 35

間接経費 委託研究に係る費用 81

備品費 委託研究に係る費用 98

支払報酬 消費税申告書の作成及び申告代理 1 人件費 委託研究に係る費用 119

支払報酬 会計監査人監査契約　第６期 3 雑役務費 委託研究に係る費用 146

支払報酬 会計監査人監査契約　第７期 5 消耗品 委託研究に係る費用 345

C.有限責任監査法人トーマツ G.国立がん研究センター

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 82 計 131

借料及び損料 複写機賃貸借 3

借料及び損料 超高速液体クロマトグラフ質量分析システムリース 6 光熱水料 薬用植物資源研究センター　筑波研究部　電気料 27

借料及び損料 超高磁場デジタルNMR装置リース 73 光熱水料 霊長類医科学研究センター　電気料 104

B.日立キャピタル㈱ F.東京電力㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 120 計 65

修繕費 消防用設備不具合箇所修理 1

業務委託費 医科学研究用霊長類研究支援業務 6 保守料 電気･空調･衛生設備維持管理（薬用筑波） 16

業務委託費 医科学研究用霊長類繁殖育成等委託業務 114 保守料 施設保守管理業務（霊長類） 48

A.（社）予防衛生協会 E.日本不動産管理㈱

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10 ㈱ダイナコム ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ機能拡張業務 4 2 75.7

9 ㈱ダイナコム ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｼｽﾃﾑ機能拡張業務 6 1 84.2

8 八洲薬品㈱ ﾗｯﾄ肝臓及び血漿の糖鎖ﾌﾟﾛﾌｧｲﾘﾝｸﾞ解析 8 3 86

7 ㈱千代田テクノル 放射線管理業務 9 1 84.7

6 ㈱ジェネティックラボ ﾗｯﾄ肝臓のｻｲﾄｶｲﾝﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ解析 11 3 51.9

5 アーバン環境事業協同組合 廃棄物処理施設維持管理業務（霊長類） 11 2 82.3

4 近鉄ビルサービス㈱ 庁舎等警備業務 17 9 62.3

3 シーティーシー・ラボラトリーシステムズ(株) 研究ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ運用支援業務 19 2 94.9

2 ㈱エーテック 験動物飼育管理業務 46 1 96.6

1 （社）予防衛生協会 医科学研究用霊長類繁殖育成等委託業務（霊長類） 114 1 99

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日立キャピタル㈱ 超高磁場ﾃﾞｼﾞﾀﾙNMR装置ﾘｰｽ 73 － －

2 オリックス・レンテック㈱ 多光子励起ﾚｰｻﾞ走査型顕微鏡ｼｽﾃﾑ 34 － －

3 日立キャピタル㈱ 超高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計ｼｽﾃﾑ 6 － －

4

5

6

7

8

9

10



新規要求による増452百万円（創薬支援ネットワーク事業）平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計 1,483 1,935

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

工事費 1,483 1,935

－

－ － － －

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　（百万円／施設　） 算出根拠 －

施設の整備のための経費であることから、定量
的な活動指標を示すことができない。

活動実績

（当初見込
み）

－
－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

施設の整備のための経費であることから、定量
的な成果指標を示すことができない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） 100 32 100

執行額 262 56 889

計 262 175 889 1,483 1,935

－ － －

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 262 175 889 1,483 1,935

補正予算 －

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

霊長類医科学研究センターの老朽化した施設の更新を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法
独立行政法人医薬基盤研究所法

関係する計画、
通知等

「新成長戦略」、「第３期科学技術基本計画」、
「革新的医薬品医療機器創設のための５カ年戦略」

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

研究開発独立行政法人として、国の政策課題の解決に向けて組織的に研究開発に取り組むこととしており、より有効で安全な医薬品、医療機
器の開発を支援する法人として、①医薬品等の基盤的技術研究　②生物資源研究　③医薬品等の研究開発振興　の３つの事業を行い、民間
企業、大学等における新たな医薬品・医療機器の開発を目指した研究開発を支援している。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１７年度 担当課室 総務部 渡部範夫

会計区分 一般会計 施策名
「新成長戦略」、「第３期科学技術基本計画」、「革新
的医薬品医療機器創設のための５カ年戦略」

事業番号 0461
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 独立行政法人医薬基盤研究所施設整備費補助金（生物

資源研究）
担当部局庁 独立行政法人医薬基盤研究所 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

実効性の高いものとなっている。

－

－

－

－

－

－

一般競争入札を実施し、競争性を確保している。

－

妥当である。

合理的に行われている。

事業の適切な遂行について、必要な経費に限定されてい

関連する過去のレビューシートの事業番号

現状通り 本事業は、独立行政法人医薬基盤研究所における研修の遂行に必要な経費であり、引き続き適切な予算措置とすること。

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

- -

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

点
検
結
果

・霊長類医科学研究センターの整備は、平成23年度から3年計画で予算化されたものである。

予算監視・効率化チームの所見

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

○

より有効で安全な医薬品、医療機器の研究開発を支援
するため、優先度の高い事業である。

国の政策課題の解決に向けて実施している事業である。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 
８８９百万円 

独立行政法人 
医薬基盤研究所 

８８９百万円 

Ａ．清水建設㈱ 
８７７．４百万円 

霊長類医科学研究センター 
高度実験棟建設工事 

Ｂ．㈱日立建設設計 
６．９百万円 

霊長類医科学研究センター 
高度実験棟建設工事監理 

Ｃ．大成基礎設計㈱ 
１．６百万円 

霊長類医科学研究センター 
高度実験棟建設に係る 

土壌概況調査 

Ｄ．大成基礎設計㈱ 
１．０百万円 

霊長類医科学研究センター 
高度実験棟建設に係る 

下水道法（水質汚濁防止法） 
届出に関する調査 

【一般競争入

札】 
【一般競争入

札】 
【一般競争入

札】 

【随意契約】 

Ｅ．大成基礎設計㈱ 
１．０百万円 

霊長類医科学研究センター 
高度実験棟建設に係る 

水質汚濁防止法変更届出 
手続きに関する補助調査 

Ｆ．ﾋﾞｭｰﾛｰﾍﾞﾘﾀｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 
１．０百万円 

霊長類医科学研究センター 
高度実験棟建設に係る 

建築基準法第６条の２第１項

の 
規定による確認申請 

【随意契約】 【随意契約】 

Ｇ．㈱小宮 
０．１百万円 
消耗品購入 

【随意契約】 



計 1 計 0

調査費
霊長類医科学研究センター高度実験
棟建設に係る下水道法（水質汚濁防
止法）届出に関する調査

1

D.大成基礎設計㈱ H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 2 計 0

調査費 霊長類医科学研究センター高度実験
棟建設に係る土壌概況調査

1.6 消耗品費 消耗品購入 0.1

C.大成基礎設計㈱ G.．㈱小宮

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 7 計 1

監理費
霊長類医科学研究センター高度実験
棟建設工事監理

6.9 調査費
霊長類医科学研究センター高度実験棟建設に係る
建築基準法第６条の２第１項の規定による確認申請 1.0

B.㈱日立建設設計 F.ﾋﾞｭｰﾛｰﾍﾞﾘﾀｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 877 計 1

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

工事費
霊長類医科学研究センター高度実験
棟建設工事 877.4 調査費

霊長類医科学研究センター高度実験棟建設に係る
水質汚濁防止法変更届出手続きに関する補助調査 1.0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.清水建設㈱ E.大成基礎設計㈱

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

Ｆ.

Ｆ.

4

3

2

1 ㈱小宮 消耗品購入 0.1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

4

3

2

1 大成基礎設計㈱ 霊長類医科学研究センター高度実験棟建設に係る水質汚濁防止法変更届出手続きに関する補助調査 1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大成基礎設計㈱ 霊長類医科学研究センター高度実験棟建設に係る土壌概況調査 1.6 2 94.9

2

3

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 大成基礎設計㈱ 霊長類医科学研究センター高度実験棟建設に係る下水道法（水質汚濁防止法）届出に関する調査 1 － －

2

3

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 清水建設㈱ 霊長類医科学研究センター高度実験棟建設工事 877.4 3 87.3

2

3

4

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ㈱日立建設設計 霊長類医科学研究センター高度実験棟建設工事監理 6.9 2 96.9

2

3

4

3

2

1 ﾋﾞｭｰﾛｰﾍﾞﾘﾀｽｼﾞｬﾊﾟﾝ㈱ 霊長類医科学研究センター高度実験棟建設に係る建築基準法第６条の２第１項の規定による確認申請 1 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



2
4

2
5

-

(      -      ) (       3      ) (     -      )

9 - 3

-

- - - -

- -

93.8 90.5

211 25

225 27 101

225 27 101

- -

-

514



637 577

-

-

-



   

 

 

   

 

   

 

 

  

 



0 0

D. H.

0 0

C. G.

7 0

7

F.

12 0

12

E.



A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3 0

2 0

1 0

10 1 3 59

9 1

8 1

7 1

6 1

5 1

4 3

3 3

2 5 2 74

1 7 7 93

10

9

8

7

6

5

4 1

3 5

2 7

1 12



515

77 77 77 223 163

77 77 77 223 163

71 77 77

92.2 100 100

2
4

2
5



638 578



.  

NTT  

 

 

.  

 

 

 

 

  

22  22  



E.

16

16 0

F.

61

61 0

C. G.

0 0

D. H.

0 0



A.

B..

1 16

2

3

4

5

6

7

8

9

10

1 61

2

3

4

5

6

7

8

10

9



516

251 251 269 377 390

251 251 269 377 390

223 225 257

88.8 89.6 95.6

1,470,421

101.4 102.6

- 106.2

1,397,333 1,433,772

102.6

101,740 101,388 113,442

2
4

2
5

-

- 197,616 -

- 103.1 -

(    147,280   ) (    158,924   )

(   111,036   ) (   123,499   )

- 280,431 -

139,529

(   103,679   )

135,020 129,954

(   138,770   )



-

639 579
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23  

 

 



E.

99

99 0

6 61

3 35

2 3

11 99

G.

30

30 0

D. H.

0 0



A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2 0

1 0

10 1

9 1

8 1

7 2 1 71

6 3 2 91

5 6 2 99

4 7

3 8

2 8 3 98

1 30 2 54

1 99

2 66

3 23

4 16

5 14

6 14

7 10

8 9

9 4

10 2

1 11

2 6

3 5

4 5

5 5

6 4

4

7 4

9 4

8

10 3



3 92

10 0

9 0

8 0

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0

10

9

8

7

6

5

3

4

1 99

2

10 0

9 0

8 0

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0



2
4

2
5

562 479 573

96.8 91.4 90.6

568 581 566 520 517

550 531 513

6

568 587 560 520 517

23

517



640 580



H

DC

FE

A

G

B



31 5

31 5

10 2

10 2

2 17

2 17

0 8

8

A.



A.

B.

C.

D.

10 2

9 3

8 3

7 4

6 5

5 6

4 14

3 15

2 21

1 31

10

10 1

9 1

8 1

7 1

6 1

5 1

4 1

3 1

2 1

1 2

3 3 93%

9 3

8 3 3 86%

7 3

6 3

5 3

4 3 3 95%

3 3 4 87%

2 3 3 89%

1 10 2 92%

10

9

8 0

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 1



E.

F.

G.

H.

10 0

9 0

8 0

7 0

6 1

5 1

4 1

3 1

2 1

1 2

10 1

9 1

8 1

7 1

6 1

5 1

4 1

3 2

2 5

1 17

10 0

9 0

8 0

7 0

6 1

5 2

4 4

3 4

2 4

1 8 1 32%

10 2

9 2

8 2

7 3

6 3

5 3

4 3

3 3

2 4

1 5



2
4

2
5

-

(      252     ) (       240      ) (      252     )

198 255 286

-

- - - -

- -

48.3 59.4 84.8

71 82 91

147 138 107 103 107

147 138 107 103 107

518



641 581
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    11  

   

  

 

     58  
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9 0

9

H.

58 0

58

G.

11 0

11

F.

18 0

18

E.



A.

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 9 2 69

10

9

8

7

6

5

4

3

2 18 1 100

1 40

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 11 2 51

10

9

8

7 5

6 7

5 9

4 11

3 11

2 16

1 18



10 0

9 0

8 0

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0

10

9

8

7 0

6 0

5 0

4 0

3 0

2 0

1 0

































事業番号 0847

　　　　　　　　　　　　　平成24年行政事業レビューシート　　　　( 厚生労働省 )
事業名 アジア開発途上国雇用労働支援事業費 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
―

関係する計画、
通知等

アジア開発途上国雇用･労働支援事業費補助金交付要綱

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　アジア諸国では、貧富の格差が社会政情不安をもたらすなど、均衡ある発展が喫緊の課題となっている。特に、アジア地域に低
所得者、女性、障害者等の脆弱な人々に対する社会的なセーフティネット制度構築を、草の根レベルで積極的に支援する必要が
あり、本事業は、国際的な労使団体の持つネットワークを活用し、公的サポートの行き届かない人々を組織化し、草の根レベルで
の社会セーフティネット支援を行うことを目的としている。

事業開始･
終了(予定）年度 平成23年度 担当課室 国際課 藤井 康弘

会計区分 一般会計 施策名 施策目標 Ⅵ-3-2　二国間等の国際協力を推進する

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 58 54 48

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

 労働組合等により、労働者保護が確保されていない自営･零細事業場で働く労働者、女性などの脆弱な者を組織化し、支援を進
める試みが始められている。この取り組みは、公的なサポートが行き届かない開発途上国において、即効性のある草の根による
互助的な取り組みである。しかし、開発途上国の労使団体には十分なノウハウがなく、自律的な事業展開が困難となっている。
このため、国際的な労使団体の持つネットワークを活用し、現地の労働組合･使用者団体と連携しつつ、アジア地域の貧困地域に
おいて、自営業者、零細企業、女性、若年者、児童労働従事者及びその家族などの組織化（互助団体の設立）し、正規の法人に
雇われるための最低限の職業能力付与のための訓練などの活動の支援を行うことで、自律的な組織活動を確立する。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託･請負　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額･
執行額

（単位: 百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

繰越し等

執行額 34

58 54 48計

21年度 22年度

% ― ―

執行率（%） 59%

―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

本事業は対象国の制度、慣習を変えるよう働き
かけるものであり、成果指標を定量的にとらえる
ことは困難である。

成果実績 ― ― ― ― ―

単位当たり
コスト

達成度

成果指標 単位

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

25,884（円／人）

54 48

―

― ( ― ) ( ― ) ( ― )

算出根拠
（本事業に係った費用 = 33,778,306円 / 職業訓練等への参加者数 =
1,305人）

ネットワーク組織の活動を通じた職業訓練等へ
の参加人数

活動実績

（当初見込
み）

人
― ― 1,305

平
成
2
4
･
2
5
年
度
予
算
内
訳

政府開発援助アジア
労働技術協力費等補
助金

計 54 48



平成22年行政事業レビュー 平成23年行政事業レビュー

  支出にあたっては、交付要綱により費目・使途を限定してい
る。
　国際的な労使団体の持つネットワークを活用して現地の労働
組合･使用者団体と連携することにより、実効性の高い成果が
得られている。

　事業対象国で発生した大規模な自然災害により事業規模は
当初の計画から縮小を余儀なくされた。

　各種国際会議において、社会セーフティネットの重要性が指
摘されているだけでなく、新成長戦略においても、アジアの所
得倍増を通じた成長機会の拡大のメニューとして社会セーフ
ティネット等の普及が盛り込まれていることから、優先度は高
い。  本事業は、アジア発展途上国の社会的セーフティネット
を広げることが目的であることから、国が実施することが
妥当である。

　事業対象国で発生した大規模な自然災害により事業
規模は当初の計画から縮小を余儀なくされた。

　本事業は、国際労使ネットワークを通じた活動が可能である
こと、開発途上国における支援事業の経験及び実績があるこ
となどが必要であるため、公募方式を適用する必要がある。

  事業開始に先立って実施者に事業計画を策定させた上でこ
れを審査し、コストの削減に務めている。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
･
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

点
検
結
果

　本事業は、特にアジア地域の低所得者、障害者等の脆弱な人々に対する社会的なセーフティネット制度構築を、草の根レベルで積極的に
支援するために、重要な役割を担っている。
  これまでの成果を踏まえ、より事業の効果が得られるよう、実施方法等について検討していく。

－

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
･
使

途

△ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

予算監視･効率化チームの所見

一
部
改
善

本事業は、特にアジア地域の低所得者、障害者等の脆弱な人々に対する社会的なセーフティネット制度構築を、草の根レベルで
積極的に支援するための経費であり必要な経費であるが、執行の面において見直しの余地があり、執行状況を踏まえ予算要求に
反映すること。

- 新23-001

縮
減

前年度執行状況をふまえ、一部の調査やワークショップ等を廃止する等の見直しを行うことにより、経費の削減を行った。

　※類似事業名とその所管部局･府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視･効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け･提言型政策仕分け･公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

A. 国際労働財団 

34百万円 

【公募･補助】 

アジア地域の低所得者、障害者等の脆

弱な人々に対する社会的なセーフティ

ネット制度構築支援 

※百万円以下については四捨五

入処理による表記を行っている 

  厚生労働省 

58百万円 



費目･使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　（財）国際労働財団 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

専門家雇上 専門家雇上費 5

旅費 調査専門家派遣出張旅費等 23

事務所設置運営 海外事務所設置運営費 2

庁費 会場借料等 3

謝金 専門家等謝金 1

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 34 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

1 国際労働財団
アジア地域の低所得者、障害者等の脆弱な人々に対する社会的な
セーフティネット制度構築支援

34

4

3

6

5

8

7

9

10



事業番号 940

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 革新的医療機器創出促進等臨時特例交付金 担当部局庁 大臣官房 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成23年度～平成27年度 担当課室 厚生科学課 塚原　太郎

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－９－１東北発の革新的医療機器の創出等を促進する。

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

「地域医療再生臨時特例交付金の運営について」（平成23年
11月30日）、「平成23年度革新的医療機器創出促進等臨時特
例交付金の交付について」（平成24年2月24日）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

東北地方の強みを活かした革新的な医療機器等の創出を通じ、産業集積、新産業創出による被災地の復興を図るため、岩手県、宮城県及び
福島県（以下「被災３県」という。）が、革新的ｊな東北発の革新的医療機器等の創出・開発促進に向けた計画を作成し、同計画に基づく事業及
びその進捗を管理する事業を実施するための被災３県に設置する基金の造成に必要な経費を交付する。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

東北発の革新的医療機器等について医師主導治験等を医療機関で実施するための助成金の交付、医師主導治験等の進捗管理及び医療機
器のレギュラトリーサイエンス研究の推進を行う事業である。

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

4,320

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

補正予算

繰越し等

4,320

執行額 4,320

執行率（％） 100.00%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

23年度
目標値

（　　年度）

東北３県において、革新的医療機器等開発事業
として採択されたプロジェクトにより、製品開発さ
れた医療機器について、平成２７年度までに治
験を開始する。

成果実績 － － － －

達成度

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

－ － －

－

－

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

－ 算出根拠

当該プロジェクトによる治験開始件数

24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

計 － －

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ 復興-02

東北地方の強みを活かした革新的な医療機器等の創出
を通じ、産業集積、新産業創出による被災地の復興を図
るため、岩手県、宮城県及び福島県（以下「被災３県」と
いう。）が、革新的ｊな東北発の革新的医療機器等の創
出・開発促進に向けた計画を作成し、同計画に基づく事
業及びその進捗を管理する事業を実施するための被災
３県に設置する基金の造成に必要な経費を交付する事
を目的とした経費であり、優先度の高い事業である。

「東日本大震災からの復興の基本方針（平成23 年７月
29 日
東日本大震災復興対策本部決定）」に基づく事業であ
る。

－

－

－

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

－

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

予算監視・効率化チームの所見

－ －

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

平成２３年度３次補正により措置された地域医療再生交付金（４，３２０百万円）の積み増しについては、宮城県、岩手県及び福島県に交付
済みであり、現在、平成２７年度末までの計画を作成し、事業を実施しているところであり、同計画に沿った事業を実施するため進捗管理を
行っている。

－ －

　※類似事業名とその所管部局・府省名

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

※平成23年度実績を記入

厚生労働省 
４，３２０百万円 

１．医療機器等開発事業に要する経費  
２．医療機器等開発事業の進捗を管理する事業  
補助率：定額 

Ａ      （３県） 
４，３２０百万円 

【補助】 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.宮城県 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

補助金 医療機器等開発事業 1,420

補助金 医療機器等開発事業の進捗を管理す
る事業

100

計 1,520 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 宮城県 革新的医療機器の治験助成金、助成事務経費補助 1,520

2 岩手県 革新的医療機器の治験助成金、助成事務経費補助 1,400

3 福島県 革新的医療機器の治験助成金、助成事務経費補助 1,400

4

5

6

7

8

9

10



計 142 0

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

工事費 142 0 東日本大震災復興関連事業の減△１４２百万円

－

－ － － －

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　１４２（百万円／施設　） 算出根拠 －

施設の整備のための経費であることから、定量
的な活動指標を示すことができない。

活動実績

（当初見込
み）

－
－ － －

－

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

施設の整備のための経費であることから、定量
的な成果指標を示すことができない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

執行率（％） － － －

執行額 － － －

計 0 0 0 142 0

－ － －

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － － 142 －

補正予算 －

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

薬用植物資源センターにおいて被災した設備の更新を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法
独立行政法人医薬基盤研究所法

関係する計画、
通知等

「新成長戦略」、「第３期科学技術基本計画」、
「革新的医薬品医療機器創設のための５カ年戦略」

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

研究開発独立行政法人として、国の政策課題の解決に向けて組織的に研究開発に取り組むこととしており、より有効で安全な医薬品、医療機
器の開発を支援する法人として、①医薬品等の基盤的技術研究　②生物資源研究　③医薬品等の研究開発振興　の３つの事業を行い、民間
企業、大学等における新たな医薬品・医療機器の開発を目指した研究開発を支援している。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１７年度 担当課室 総務部 渡部範夫

会計区分 東日本大震災復興特別会計 施策名 厚生労働分野の科学技術の研究開発を推進する

事業番号 0956
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)
事業名 独立行政法人医薬基盤研究所施設整備費補助金（生物

資源研究）
担当部局庁 独立行政法人医薬基盤研究所 作成責任者



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

－

－

－

－

－

－

－

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

－

廃止 事業目的を達成したことによる廃止

廃止 －

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－

予算監視・効率化チームの所見

－

－

－

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

・薬用植物資源研究センターの震災で被災した自家発電設備の整備に必要な予算となっている。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

－

国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○

より有効で安全な医薬品、医療機器の研究開発を支援
するため、優先度の高い事業である。

国の政策課題の解決に向けて実施している事業である。



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.．

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

Ｅ.

Ｆ.

Ｆ.

4

2

3

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



事業番号 960

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名 医師等国家試験実施費 担当部局庁
大臣官房地方課
（健康局）

作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成12年度 担当課室
地方厚生局管理室
（健康局がん対策・健康増進課）

伊東明彦（地方課）
（木村博承）

会計区分 一般会計 施策名
Ⅳ-１-２
医療需要に見合った医療従事者を確保する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
栄養士法第5条の2

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

管理栄養士の国家試験の実施業務については、国民の生命身体に直接影響すること、国民の健康的な生活や安全な食生活の
実現に資するといった観点から、各資格者として必要な知識及び技能について試験を実施することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

東日本大震災の発生により第25回管理栄養士国家試験を受験することができなかった者に対して、追加試験をの実施に係る願
書受付、受験票の交付、試験会場の借上げ、試験会場設営、試験監督、合格発表等を行う。

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

補正予算 8

繰越し等

計 8

執行額 3

執行率（％） 39.8

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ － －

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

管理栄養士国家試験の実施事業であり、従事
者数の把握が困難なため、具体的な成果目標
を設定することはできない。

成果実績 － － － －

1,562

－

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

―

(         －        )(     3,000      )(         －        

単位当たり
コスト

　　　　2,054　（円／受験者1名あたり） 算出根拠 追加試験執行額／追加試験受験者数

受験者数

主な増減理由費　目 24年度当初予算 25年度要求

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

計

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

合格者数

活動実績

（当初見込
み）

－ －

活動実績

（当初見込
み）

－ －

―

(         －        ) (     900      ) (         －        

532



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

目
的
・
予
算
の
状
況

○

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

－

広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

△

適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

△ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－

資
金
の
流
れ

、
費
目
・
使
途

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－

点
検
結
果

目的、資金の流れ、費目・使途、活動実績等について適切であったが、追加試験の受験者数を最大数としたため、執行率が低くなった。

予算監視・効率化チームの所見

－

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

－

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

関連する過去のレビューシートの事業番号

639 579

－

支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

東日本大震災の発生に伴い第２５回管理栄養士国家
試験が受験できなかった者に対して行うために必要で
あった。

機密性の高い事業であるため国で実施する必要があ
る。

事業目的に則したものにのみ支出を行っているため、
合理的であり、かつ必要なものに限定されている。

－

受験者数は、最大限を想定していたが、実際の受験者
数は、1,562名と想定よりは、少ない状況であったため、
執行率が低くなった。

受験者数は、最大限を想定していたが、実際の受験者
数は、1,562名と想定よりは、少ない状況であったため、
執行率が低くなった。

緊急的に実施することとなり、適切な手段であった。

－

－

－

会場借り上げについては、公募等により選定を行ってい
るものである。この他、掲示物作成等については、会計
法第２９条の３第５項に基づく随意契約（少額随契）を締
結しているものである。

見積合わせを実施する等により単位あたりコストの削減
に努めている。



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単
位：百万円）

   〔予算の配賦〕 

Ａ．各地方厚生局等（２官署） ３百万円 

〔管理栄養士の国家試験の実施に係る願書受付、受験票

の交付、会場借上、会場設営、試験監督等を行う。〕 

Ｂ．借料・損料（会場の借上げ等）２百万円 

 

   協同組合（１）      １百万円 

   学校法人等（２）     ０百万円     

   民間企業（１）      ０百万円     

 

    ・国家試験会場の借料 

    ・簡易ベッド借料    

【公募・少額随意契約】 

 Ｅ. うち事務費 ０百万円 

厚生労働省 
３百万円 

Ｃ．雑役務費（試験監督員の派遣等）１百万円 

 

   民間企業（３）       １百万円     

 

     ・試験監督員等の派遣 

     ・試験会場の警備・誘導等 

【少額随意契約】 

Ｄ．印刷製本費 ０百万円 

 

   民間企業（１）        ０百万円  

    

     ・掲示物の作成 

【少額随意契約】 

〔願書受付、試験監督に伴う旅費等〕 



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.東北厚生局 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

借料及び損
料等

国家試験会場借料 2

計 2 計 0

B.（協）仙台卸商センター F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

借料及び損
料等

管理栄養士国家試験会場借料 1

計 1 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

Ｃ.

Ｄ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 東北厚生局
管理栄養士の国家試験の実施に係る願書受付、受験票の受付、会
場借上、会場設営、試験監督等

2

2 関東信越厚生局
管理栄養士の国家試験の実施に係る願書受付、受験票の受付、会
場借上、会場設営、試験監督等

0

3

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （協）仙台卸商センター 国家試験会場借料 1 随意契約

2 （学）片柳学園 国家試験会場借料 0 随意契約

3 （学）宮城学院 国家試験会場借料 0 随意契約

4 ＢＨ(株) 簡易ベッド借料 0 随意契約

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （株）フルキャスト 国家試験監督業務 1 随意契約

2 ランスタッド（株） 国家試験監督業務 0 随意契約

3 （株）日動計画 国家試験会場の警備等 0 随意契約

4

5

6

7

8

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日栄印刷（株） 掲示物作成 0 随意契約

2

3

4

5

6

7

8

9

10



Ｅ.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 個人Ａ 願書受付等（賃金） 0

2 個人Ｂ 試験監督に伴う旅費 0

3 個人Ｃ 試験監督に伴う旅費 0

4 ソフトバンクモバイル（株） 携帯電話料 0

5 個人Ｄ 試験監督に伴う旅費 0

6 個人Ｅ 試験監督に伴う旅費 0

7 個人Ｆ 試験監督に伴う旅費 0

9 個人Ｈ 試験監督に伴う旅費 0

10 個人Ｉ 試験監督に伴う旅費 0

8 個人Ｇ 試験監督に伴う旅費 0
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